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り組みにより概ね円滑に運用がなされたと言え、上々の滑り出しを切ったと言って差し支

えないであろう。また、監査役実務にとり大きく懸念された「期ずれ」の問題についても、

すべてではないが、結果としては多くの会社で大過なく対応することができたと言うこと

ができよう。 
 本調査は、適用初年度の振り返りと、将来に向けた課題や改善点を抽出すべく実施した

ものである。本調査においても、制度に対する前向きな評価や肯定的な意見が多数寄せら

れたところであり、業務上の課題の明確化、リスクの洗い出し、業務プロセスの効率化、

内部統制に対する現場の意識の向上など、本制度が業務の効率化や経営の健全化に資する

有用な制度であったことが多分に読み取ることができる（問 39、問 34－1 等）。一方、制

度の課題あるいは運用上の改善点についても、多くの疑問や指摘の声が寄せられており、

また集計数値がそれを如実に示していることも見逃すことはできない。それらは多岐にわ

たるため、簡潔に集約することは容易ではないが、敢えて挙げるならば、次の３点を指摘

することができる。第一に、開示資料の重複等による労力や費用負担に関するものであり、

これらは本制度の費用対効果への疑問、あるいは企業規模・経営状況に応じた制度の柔軟

な対応を求める声となって表れている（問 37、問 38、問 33－1）。 
第二に、制度の安定的かつ円滑な運用と定着を図る観点から、「重要な欠陥」の判断基準

の明確化が望まれていることである。公知のとおり、重要な欠陥があるとされた会社はこ

れまでのところ僅少にとどまっているが、平成 20 年 12 月に実施した第２回目のアンケー

ト調査では「重要な欠陥」又は「限定意見」等を危惧する回答が 8％を超えていたところで

あり、「重要な欠陥」の判断基準は定着しているとは言えず、これの明確化が財務報告に係

る内部統制体制の効率的な整備・運用を期す上で重要であるという点である。 
 第三に、「期ずれ」問題への対応である。これまでのところ、幸いにも大きな問題には至

っていないが、「実務上大きな問題」と指摘する声が未だ６割を超えており（問 34－1）、ま

た現実にも、監査役監査報告の作成時点で経営者と監査人の意見調整が未了の会社が 5.3％
あったことが判明した（問 16－1）。本問題については、すでに有価証券報告書の提出を定

時株主総会前にすることを可能とする内閣府令の一部改正が行われる見通しとなっており、

監査役には従前のとおり経営者とのコミュニケーション強化及び監査人との連携強化を図

ることにより、一層の解決が図られることが期待される。 
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 このように、本制度は、内部統制上の諸問題を浮き彫りにし、経営の効率化にも寄与す

る意義のある制度であるということができるが、一方で内部統制の充実をもってしても経

営トップが介在する不祥事の防止には困難が伴う。監査役と監査人が緊密に連携を図るな

ど、ガバナンスの充実・強化に取り組み対応する必要があることも忘れてはならない。ま

た、費用対効果の観点からは、省力化や効率性の向上に努める一方で、本制度の活用を通

じてさらなる内部統制の充実と経営の効率化を目指すことが肝要となる。監査役としては、

重要な欠陥や期ずれ問題の発生防止に向けて、前述のとおり経営者とのコミュニケーショ

ン強化及び監査人との連携強化に努めるほか、内部統制システムのＰＤＣＡサイクルを進

める意味においても監査役監査報告において財務報告に係る内部統制報告制度の評価・監

査結果について極力言及することとし、説明責任を果たしていくことが望まれている。 
 
ところで、当委員会の設置は、金融商品取引法において財務報告に係る内部統制報告制

度が導入されたことを契機として、「監査役監査の信頼性確保にも関わる重要問題」との認

識の下、監査役としてこれに適切に対応するため、協会としての基本的な考え方を整理す

るとともに各社の進捗状況に応じた支援を行うことを目的として、平成 20 年 1 月の理事会

において決定されたものであった。約２年間に亘る当委員会のこれまでの活動は、大きく

３つの時期に分けられる。まず「第１期」は、制度適用前における「導入・準備」への対

応である。当委員会は、上記理事会の直後の平成 20 年２月に第１回目となるインターネッ

ト・アンケート調査を実施し、制度適用前における導入・準備の進捗状況の実態把握を行

った。その結果、多くの監査役にとって制度の理解深耕と実務面での不安解消が急務であ

ることが判明し、４名の講師陣による研修会を急きょ東京、大阪、名古屋にて開催した。

また、制度や実務への疑問点をＱ＆Ａ形式でコンパクトにまとめた「監査役からみた財務

報告に係る内部統制報告制度に関するＱ＆Ａ」を監査法規委員会及び会計委員会と共同し

て作成し、協会あるいは監査役としての基本的な考え方を提示した。 
 「第２期」は、制度の適用開始後における「対応進捗状況の実態」を把握すべく、平成

20 年 12 月に第２回目のアンケート調査を行い、この結果内部統制の不備の改善が十分に進

んでいないこと、及び期末監査のスケジューリングや対応方針が未定の会社が相当数ある

こと等が明らかとなったことを受けて、期末監査のスケジュールのモデル例を示すととも

に、対応計画に遅れを来たさぬよう経営者、監査人、監査役が一致協力して円滑な進捗に

努めるべき旨のステートメントを発信した。そして「第３期」が、今回実施した第３回目

となるアンケート調査の取りまとめである。その結果と総評は、本報告書に盛られた集計

結果及び前述したコメントのとおりである。 
わが国において財務報告に係る内部統制報告制度はまだ産声を上げたばかりであり、適

用 1 年目の結果のみをもって新制度を総括することはできないが、当委員会のこれまでの

活動が会員監査役諸氏の監査活動にいささかなりともお役に立つことができたとすれば、

当委員会の所期の目的はおよそ達せられたと言って過言ではないであろう。 
本制度の制度づくりと円滑な導入に向けて官民総出で対応に努めてきたように、今後とも
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本制度にかかわるすべての者がそれぞれの立場から改善と工夫を積み重ねていくことによ

り、本制度がわが国企業の内部統制のさらなる充実と企業価値向上に向けて企業実務と経

済社会にしっかりと根付いていき、企業の財務情報の信頼性確保ひいてはコーポレート・

ガバナンスの一層の充実に寄与することを強く期待してやまない。そして、監査役として

は、当委員会あるいは当協会のこれまでの研究・検討で明らかにされてきたように、コー

ポレート・ガバナンスの一翼を担う会社機関としてその役割を確実に果たしていくことが

極めて重要であり、「内部統制システムに係る監査の実施基準」その他の当協会が公表する

指針等を踏まえて職務を遂行することにより、会社法と金融商品取引法という２制度にま

たがる内部統制の立法理念と実務運用の間隙を縫合し、財務報告に係る内部統制報告制度

の充実・発展に向けて、大いに貢献することができるのである。今後の実りある活動を祈

念して、本報告書のはしがきに代えたい。 
 

以上 
 
 

財務報告内部統制委員会委員（順不同） 
 

委員長   近 藤   祐  三井物産㈱ 常勤監査役 
委員    伊 吹   尉    ニチハ㈱ 常勤監査役 
委員    坂 本 伸 一  本田技研工業㈱常勤監査役 
委員    谷 内     博  OBARA㈱ 常勤監査役 
委員    谷 本  俊 嗣    ㈱テークスグループ 常勤監査役 
委員    松 浦   洋  三井情報㈱ 常勤監査役 
委員    山 岸  公 夫  石光商事㈱ 監査役 
委員    伊 藤 智 文  (社)日本監査役協会 専務理事 

 
注）所属と肩書は委員会発足時のもの。 
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調査概要 

社団法人日本監査役協会は、平成 20 年 12 月に続き、平成 21 年 8 月 17 日から平成 21
年 9 月 4 日にかけて、インターネットを利用し、金融商品取引法に基づく「財務報告に係

る内部統制報告制度」について、証券取引市場に上場している 3 月、4 月および 5 月決算会

社の会員 2,197 社を対象としたアンケート調査を実施した。有効回答数 1,159 社、回答率

52.8％。 

調査概要及び結果は以下のとおり。 

なお、金融庁 EDINET 等に既に公表された情報により、適用初年度の内部統制監査報告書

に重要な欠陥があるとした会社は、8 月末時点で 60 社とされているが、そのうち当協会の

会員会社は 39 社（65.0％）であり、本アンケート調査に回答したのは 18 社（30.0％）で

ある。 

 当協会では、本調査結果について財務報告内部統制委員会を中心にさらに分析を進め、

その結果をとりまとめた最終報告書を後日公表する予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．調査目的   金融商品取引法に基づく「財務報告に係る内部統制報告制度」につい

て、会員各社の対応進捗状況の実態を把握するため。 

２．調査期間   平成 21 年 8 月 17 日(月)～平成 21 年 9 月 4 日(金)  
３．対象社数     日本監査役協会の会員のうち 3 月、4 月および 5 月決算の上場会社

（2,197 社） 

４．回答社数   有効回答数 1,159 社（回答率 52.8％）  

５．対象会社及び回答会社の上場区分 

（カッコ内は平成 20 年 12 月実施の第 2 回調査結果） 

調査対象会社 2,197 社の上場区分 回答会社 1,159 社の上場区分 

新興市場（東証マザー

ズ、ジャスダック、大証ヘ

ラクレス）上場会社 

その他市場（東証 1 部・

2 部、大証 1 部・2 部、そ

の他市場）上場会社 

新興市場（東証マザー

ズ、ジャスダック、大証ヘ

ラクレス）上場会社 

その他市場（東証 1 部・2

部、大証 1 部・2 部、その

他市場）上場会社 

421 1776 201 958

（703 社） （2,182 社） （299 社） （1,198 社）
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 分析方法 

本調査では、調査概要の「５．対象会社及び回答会社の上場区分」による集計の他に、

更なる分析を加えるため、「業種」、「資本金」、「連結売上高」による全体集計を行った。 
そしてそれらを踏まえ、各設問の分析欄において集計結果の特徴点について記載した。 
詳しい分類内容は以下のとおりである。 

 
《分類の内容》 

上場区分による基本の集計 
（１） 業種別 
（２） 資本金別 
（３） 連結売上高別 

 
上場区分による基本の集計 

 「F４ 上場区分」の回答から、上場先の市場により２分類を行った。 
分類 「F４ 上場区分」での選択肢 

新興市場 

東証マザーズ 
ジャスダック 
大証ヘラクレス 

その他市場 

東証 1部 

東証 2部 
大証 1部 
大証 2部 

その他市場 

 
（１） 業種別の集計 

証券コード協議会における 33 業種の分類により９業種に分類した。 
分類 「F７ 業種」での選択肢 分類 「F７ 業種」での選択肢 

建設業 建設業 
商業 

卸売業 

製造業 

食料品 小売業 

繊維製品 不動産業 不動産業 

パルプ・紙 

運輸・情報通信業 

陸運業 

化学 海運業 

医薬品 空運業 

石油・石炭製品 倉庫・運輸関連業 

ゴム製品 情報・通信業 

ガラス・土石製品 電気・ガス業 電気・ガス業 

鉄鋼 サービス業 サービス業 

非鉄金属 

金融・保険業 

銀行業 

金属製品 証券、商品先物取引業 

機械 保険業 

電気機器 その他金融業 

輸送用機器 

その他 

水産・農林業 

精密機器 鉱業 

その他製品 その他 

水産・農林業や鉱業は回答社数が少なく、回答の内容から具体的な会社が特定される

可能性があるため、『その他』にまとめて分類した。 
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（２） 資本金別の集計 

「F1 資本金」の回答から、資本金の額に応じて３分類を行った。 
分類 「F１ 資本金」での選択肢 

30 億円未満 

1 億円以下 

1 億円超～5 億円未満 

5 億円以上～10 億円未満 

10 億円以上～30 億円未満 

30 億円以上 100 億円未満 
30 億円以上～50 億円未満 

50 億円以上～100 億円未満 

100 億円以上 

 100 億円以上～200 億円未満 

200 億円以上～500 億円未満 

500 億円以上～1,000 億円未満 

 1,000 億円以上 

 
（３） 連結売上高別の集計 

「F８ 売上高」の回答から、連結売上高の額に応じて３分類を行った。 
分類 「F９ 売上高」での選択肢 

300 億円未満 

10 億円未満 

10 億円以上～50 億円未満 

50 億円以上～100 億円未満 

100 億円以上～300 億円未満 

300 億円以上 1000 億円未満 

300 億円以上～500 億円未満 

500 億円以上～800 億円未満 

800 億円以上～1,000 億円未満 

1000 億円以上 

1,000 億円以上～3,000 億円未満 

3,000 億円以上～5,000 億円未満 

5,000 億円以上～1 兆円未満 

1 兆円以上 

 尚、連結売上高別の集計では、「F８ 売上高 連結ベース（会社法上の連結計算書類作成

会社のみ）」においてご回答いただいた会社を対象にしている。そのため、各分類の回答会

社数を合計しても、各設問の「（３）連結売上高別の集計」において併記している、全体の

合計回答社数とは一致しない。 
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表記方法 

１． 表中の記号等について   
最頻値 最も回答の多い選択肢 
中央値 数値について回答する設問にて、数値の小さい選択肢から順に回答数を

積み上げた場合、ちょうど半分（50％）となる選択肢 
平均値 数値について回答する設問にて算出した値 

選択肢の範囲が「○○以上～△△未満」とある場合は、その中央の値を

代表値として平均値を算出している。表中では平均値が含まれる選択肢

の欄にこの印を付している 
×××   前回調査時から５ポイント以上の増減があった場合には下線を付している 
×××   「（１） 業種別」、「（２） 資本金別の集計」、「（３） 連結売上高別の集計」、

において、「上場区分による基本の集計」の『全体』と比較して５ポイント以上

の相違があった場合には四角囲いをしている 
 
 
２． 表記例 

 
 全体 新興市場 その他市場 

回答数(社) （％） 回答数(社) （％） 回答数(社) （％）

10 億円未満 
62 4.1 47 15.7 15 1.3

(28) (1.9) (24) (7.6) (4) (0.4)

１0 億円以上～100 億円未満 
576 38.5 ◇ 213 71.2 363 30.3

(493) (33.9) (220) (69.4) (273) (24.0)
 

100 億円以上～500 億円未満 
◇ 434 29.0 ◆  32 10.7 402 33.6

(466) (32.0)  (58) (18.3) (408) (35.8)
500 億円以上～1,000 億円未満 161 10.8 6 2.0 155 12.9

(152) (10.4) (8) (2.5) (144) (12.6)

３．  
（３） 連結売上高別 

平均値が含まれている

選択肢 
中央値 

前回結果から５ポイント

以上増減あり 

最頻値 

 
 全体 300 億円未満 

300 億円以上 

1000 億円未満 
1000 億円以上 

回答数(社) （％） 回答数(社) （％） 回答数(社) （％） 回答数(社) （％）

1.   設けている 1,250 83.5 313 78.4 342 84.2 461 87.0
2.   設けていない 242 16.2 83 20.8 64 15.8 68 12.8
3. 自社にはないが、親会社など支配株主で

ある他社組織の協力を得て対応している 
5 0.3 3 0.8 0 0.0 1 0.2

回答社数 1,497 399 406 530

 

全体と比較して５ポイント

以上相違あり 
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《記号類》  
最頻値      中央値      平均値 

×××    前回調査時から５ポイント以上増減あり 
8 

調査結果 

Ⅰ 会社の基本属性 

 

F１ 資本金 

（カッコ内は平成 20 年 12 月実施の第 2 回調査結果） 

 

 全体 新興市場 その他市場 

回答数(社) （％） 回答数(社) （％） 回答数(社) （％）

1. 1 億円以下 1 0.1 0 0.0 1 0.1 
(1) (0.1) (1) (0.3) (0) (0.0)

2. 1 億円超～5 億円未満 37 3.2 28 13.9 9 0.9 
(62) (4.1) (50) (16.7) (12) (1.0)

3. 5 億円以上～10 億円未満 102 8.8 56 27.9 46 4.8 
(144) (9.6) (89) (29.8) (55) (4.6)

4. 10 億円以上～30 億円未満 271 23.4 ◇ ◆ 76 37.8 195 20.4 
(351) (23.4) (103) (34.4) (248) (20.7)

5. 30 億円以上～50 億円未満 150 12.9 24 11.9 126 13.2 
(203) (13.6) (28) (9.4) (175) (14.6)

6. 50 億円以上～100 億円未満 
◇ 191 16.5 10 5.0 ◇ 181 18.9 

(247) (16.5) (20) (6.7) (227) (18.9)

7. 100 億円以上～200 億円未満 
◆ 148 12.8 4 2.0 144 15.0 

(208) (13.9) (5) (1.7) (203) (16.9)

8. 200 億円以上～500 億円未満 135 11.6 3 1.5 ◆ 132 13.8 
(146) (9.8) (3) (1.0) (143) (11.9)

9. 500 億円以上～1,000 億円未満 59 5.1 0 0.0 59 6.2 
(61) (4.1) (0) (0.0) (61) (5.1)

10. 1,000 億円以上 
65 5.6 0 0.0 65 6.8 

(74) (4.9) (0) (0.0) (74) (6.2)

回答社数 
1,159 201 958 

(1,497) (299) (1,198)

平均値 
191.18 億円 26.79 億円 225.67 億円

(170.66 億円) (24.40 億円) (207.16 億円)

中央値 

 50 億円以上～ 10 億円以上～ 50 億円以上～

100 億円未満 30 億円未満 100 億円未満

(30 億円以上～ (10 億円以上～ ( 50 億円以上～

50 億円未満) 30 億円未満) 100 億円未満)

 

 

 

 

 



《記号類》  
最頻値      中央値      平均値 

×××    前回調査時から５ポイント以上増減あり 
9 

F２ 「親会社・子会社」の有無 

（カッコ内は平成 20 年 12 月実施の第 2 回調査結果） 

 

 全体  新興市場 その他市場 

回答数(社) （％） 回答数(社) （％） 回答数(社) （％）

1. 親会社はあるが、子会社はない 23 2.0 14 7.0 9 0.9 
(38) (2.5) (20) (6.7) (18) (1.5)

2. 親会社はないが、子会社はある 903 77.9 120 59.7 783 81.7 
(1,152) (77.0) (182) (60.9) (970) (81.0)

3. 親会社も子会社もある 172 14.8 42 20.9 130 13.6 
(221) (14.8) (56) (18.7) (165) (13.8)

4. 親会社も子会社もない 
61 5.3 25 12.4 36 3.8 

(86) (5.7) (41) (13.7) (45) (3.8)

回答社数 
1,159 201 958 

(1,497) (299) (1,198)
 
F３ 純粋持株会社か否か 

（カッコ内は平成 20 年 12 月実施の第 2 回調査結果） 

 

 全体  新興市場 その他市場 

回答数(社) （％） 回答数(社) （％） 回答数(社) （％）

1. 純粋持株会社である 118 10.2 17 8.5 101 10.5 
(171) (11.4) (37) (12.4) (134) (11.2)

2. 純粋持株会社ではない 
1,041 89.8 184 91.5 857 89.5 

(1,326) (88.6) (262) (87.6) (1,064) (88.8)

回答社数 
1,159 201 958 

(1,497) (299) (1,198)
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



《記号類》  
最頻値      中央値      平均値 

×××    前回調査時から５ポイント以上増減あり 
10 

F４ 上場区分 

（カッコ内は平成 20 年 12 月実施の第 2 回調査結果） 

 

全体 

回答数(社) （％）

1. 東証１部上場 721 62.2 
(888) (59.3)

2. 東証 2 部上場 130 11.2 
(177) (11.8)

3. 東証マザーズ上場 24 2.1 
(44) (2.9)

4. ジャスダック上場 159 13.7 
(218) (14.6)

5. 大証 1 部単独上場 14 1.2 
(15) (1.0)

6. 大証 2 部単独上場 52 4.5 
(62) (4.1)

7. 大証ヘラクレス上場 18 1.6 
(37) (2.5)

8. その他上場 
41 3.5 

(56) (3.7)

回答社数 
1,159 

(1,497)
 

F５ 監査役設置会社か委員会設置会社か 

（カッコ内は平成 20 年 12 月実施の第 2 回調査結果） 

 

 全体  新興市場 その他市場 

回答数(社) （％） 回答数(社) （％） 回答数(社) （％）

1. 監査役設置会社 1,131 97.6 201 100.0 930 97.1 
(1,468) (98.1) (297) (99.3) (1,171) (97.7)

2. 委員会設置会社 
28 2.4 0 0.0 28 2.9 

(29) (1.9) (2) (0.7) (27) (2.3)

回答社数 
1,159 201 958 

(1,497) (299) (1,198)
 

 

 

 

 

 



《記号類》  
最頻値      中央値      平均値 

×××    前回調査時から５ポイント以上増減あり 
11 

F６ 会社法上の会社区分 

（カッコ内は平成 20 年 12 月実施の第 2 回調査結果） 

 

全体 新興市場 その他市場 

回答数(社) （％） 回答数(社) （％） 回答数(社) （％）

1. 大会社 1,118 96.5 173 86.1 945 98.6 
(1,437) (96.0) (251) (83.9) (1,186) (99.0)

2. 大会社以外の会社 
41 3.5 28 13.9 13 1.4 

(60) (4.0) (48) (16.1) (12) (1.0)

回答社数 
1,159 201 958 

(1,497) (299) (1,198)
 

 



《記号類》  
最頻値      中央値      平均値 

×××    前回調査時から５ポイント以上増減あり 
12 

F７ 業種 

 

 

（カッコ内は平成 20 年 12 月実施の第 2 回調査結果）

 全体 新興市場 その他市場 

回答数(社) （％） 回答数(社) （％） 回答数(社) （％）

1. 水産・農林業 
6 0.5 0 0.0 6 0.6 

(3) (0.2) (1) (0.3) (2) (0.2)

2. 鉱業 
1 0.1 0 0.0 1 0.1 

(2) (0.1) (0) (0.0) (2) (0.2)

3. 建設業 
77 6.6 8 4.0 69 7.2 

(94) (6.3) (11) (3.7) (83) (6.9)

4. 食料品 
31 2.7 3 1.5 28 2.9 

(55) (3.7) (7) (2.3) (48) (4.0)

5. 繊維製品 
19 1.6 0 0.0 19 2.0 

(26) (1.7) (1) (0.3) (25) (2.1)

6. パルプ・紙 
11 0.9 1 0.5 10 1.0 

(14) (0.9) (0) (0.0) (14) (1.2)

7. 化学 
90 7.8 8 4.0 82 8.6 

(116) (7.7) (13) (4.3) (103) (8.6)

8. 医薬品 
24 2.1 3 1.5 21 2.2 

(27) (1.8) (1) (0.3) (26) (2.2)

9. 石油・石炭製品 
4 0.3 0 0.0 4 0.4 

(6) (0.4) (0) (0.0) (6) (0.5)

10. ゴム製品 
8 0.7 1 0.5 7 0.7 

(10) (0.7) (1) (0.3) (9) (0.8)

11. ガラス・土石製品 
21 1.8 3 1.5 18 1.9 

(25) (1.7) (4) (1.3) (21) (1.8)

12. 鉄鋼 
26 2.2 1 0.5 25 2.6 

(25) (1.7) (1) (0.3) (24) (2.0)

13. 非鉄金属 
18 1.6 2 1.0 16 1.7 

(19) (1.3) (2) (0.7) (17) (1.4)

14. 金属製品 
25 2.2 3 1.5 22 2.3 

(30) (2.0) (3) (1.0) (27) (2.3)

15. 機械 
97 8.4 14 7.0 83 8.7 

(109) (7.3) (15) (5.0) (94) (7.8)

16. 電気機器 
105 9.1 14 7.0 91 9.5 

(148) (9.9) (26) (8.7) (122) (10.2)

17. 輸送用機器 
54 4.7 3 1.5 51 5.3 

(59) (3.9) (4) (1.3) (55) (4.6)

18. 精密機器 
21 1.8 2 1.0 19 2.0 

(20) (1.3) (3) (1.0) (17) (1.4)

19. その他製造 
44 3.8 5 2.5 39 4.1 

(55) (3.7) (12) (4.0) (43) (3.6)



《記号類》  
最頻値      中央値      平均値 

×××    前回調査時から５ポイント以上増減あり 
13 

 

 

 

20. 卸売業 
100 8.6 28 13.9 72 7.5 

(118) (7.9) (27) (9.0) (91) (7.6)

21. 小売業 
43 3.7 11 5.5 32 3.3 

(91) (6.1) (27) (9.0) (64) (5.3)

22. 不動産業 
16 1.4 4 2.0 12 1.3 

(40) (2.7) (11) (3.7) (29) (2.4)

23. 陸運業 
16 1.4 1 0.5 15 1.6 

(18) (1.2) (0) (0.0) (18) (1.5)

24. 海運業 
8 0.7 0 0.0 8 0.8 

(9) (0.6) (1) (0.3) (8) (0.7)

25. 空運業 3 0.3 0 0.0 3 0.3 
(3) (0.2) (0) (0.0) (3) (0.3)

26. 倉庫・運輸関連業 
23 2.0 1 0.5 22 2.3 

(29) (1.9) (3) (1.0) (26) (2.2)

27. 情報・通信業 
96 8.3 43 21.4 53 5.5 

(105) (7.0) (46) (15.4) (59) (4.9)

28. 電気・ガス業 
16 1.4 1 0.5 15 1.6 

(17) (1.1) (0) (0.0) (17) (1.4)

29. サービス業 
66 5.7 26 12.9 40 4.2 

(121) (8.1) (64) (21.4) (57) (4.8)

30. 銀行業 
41 3.5 1 0.5 40 4.2 

(44) (2.9) (0) (0.0) (44) (3.7)

31. 証券業 
12 1.0 2 1.0 10 1.0 

(15) (1.0) (2) (0.7) (13) (1.1)

32. 保険業 
8 0.7 0 0.0 8 0.8 

(6) (0.4) (0) (0.0) (6) (0.5)

33. その他金融業 
17 1.5 6 3.0 11 1.1 

(23) (1.5) (6) (2.0) (17) (1.4)

34. その他 
12 1.0 6 3.0 6 0.6 

(15) (1.0) (7) (2.3) (8) (0.7)

回答社数 
1,159 201 958 

(1,497) (299) (1,198)



《記号類》  
最頻値      中央値      平均値 

×××    前回調査時から５ポイント以上増減あり 
14 

F８ 売上高 

単体ベース又は個別のみ作成会社 

（カッコ内は平成 20 年 12 月実施の第 2 回調査結果） 

 

 全体 新興市場 その他市場 

回答数(社) （％） 回答数(社) （％） 回答数(社) （％）

1. 10 億円未満 13 1.1 6 3.0 7 0.7 
(26) (1.7) (12) (4.0) (14) (1.2)

2. 10 億円以上～50 億円未満 72 6.2 43 21.4 29 3.0 
(101) (6.7) (63) (21.1) (38) (3.2)

3. 50 億円以上～100 億円未満 118 10.2 ◇ 55 27.4 63 6.6 
(147) (9.8) (83) (27.8) (64) (5.3)

4. 100 億円以上～300 億円未満 299 25.8 ◆ 65 32.3 234 24.4 
(377) (25.2) (98) (32.8) (279) (23.3)

5. 300 億円以上～500 億円未満 ◇ 148 12.8 13 6.5 135 14.1 
(214) (14.3) (23) (7.7) (191) (15.9)

6. 500 億円以上～800 億円未満 127 11.0 9 4.5 ◇ 118 12.3 
(157) (10.5) (10) (3.3) (147) (12.3)

7. 800 億円以上～1,000 億円未満 51 4.4 4 2.0 47 4.9 
(60) (4.0) (2) (0.7) (58) (4.8)

8. 1,000 億円以上～3,000 億円未満 ◆ 201 17.3 6 3.0 ◆ 195 20.4 
(253) (16.9) (7) (2.3) (246) (20.5)

9. 3,000 億円以上～5,000 億円未満 
52 4.5 0 0.0 52 5.4 

(58) (3.9) (1) (0.3) (57) (4.8)

10. 5,000 億円以上～1 兆円未満 35 3.0 0 0.0 35 3.7 
(46) (3.1) (0) (0.0) (46) (3.8)

11. 1 兆円以上 
43 3.7 0 0.0 43 4.5 

(58) (3.9) (0) (0.0) (58) (4.8)

回答社数 
1,159 201 958 

(1,497) (299) (1,198)

平均値 
1439.62 億円 224.35 億円 1694.60 億円

(1428.75 億円) (211.02 億円) (1732.68 億円)

中央値 

300 億円以上～ 50 億円以上～ 500 億円以上～

500 億円未満 100 億円未満 800 億円未満

(300 億円以上～ (50 億円以上～ (500 億円以上～

500 億円未満) 100 億円未満) 800 億円未満)

 

 

 

 

 



《記号類》  
最頻値      中央値      平均値 

×××    前回調査時から５ポイント以上増減あり 
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F８ 売上高 

連結ベース（会社法上の連結計算書類作成会社のみ） 

（カッコ内は平成 20 年 12 月実施の第 2 回調査結果） 

 

 

 全体 新興市場 その他市場 

回答数(社) （％） 回答数(社) （％） 回答数(社) （％）

1. 10 億円未満 0 0.0 0 0.0 0 0.0 
(0) (0.0) (0) (0.0) (0) (0.0)

2. 10 億円以上～50 億円未満 35 3.3 26 17.2 9 1.0 
(39) (2.9) (34) (15.3) (5) (0.4)

3. 50 億円以上～100 億円未満 60 5.7 31 20.5 29 3.2 
(81) (6.1) (51) (23.0) (30) (2.7)

4. 100 億円以上～300 億円未満 226 21.4 ◇ 59 39.1 167 18.4 
(279) (20.9) (83) (37.4) (196) (17.6)

5. 300 億円以上～500 億円未満 145 13.7 ◆ 17 11.3 128 14.1 
(198) (14.8) (29) (13.1) (169) (15.2)

6. 500 億円以上～800 億円未満 
◇ 106 10.0 6 4.0 100 11.0 

(139) (10.4) (9) (4.1) (130) (11.7)

7. 800 億円以上～1,000 億円未満 52 4.9 2 1.3 ◇ 50 5.5 
(69) (5.2) (6) (2.7) (63) (5.7)

8. 1,000 億円以上～3,000 億円未満 ◆ 227 21.5 9 6.0 ◆ 218 24.0
(285) (21.3) (7) (3.2) (278) (25.0)

9. 3,000 億円以上～5,000 億円未満 
66 6.2 1 0.7 65 7.2 

(80) (6.0) (2) (0.9) (78) (7.0)

10. 5,000 億円以上～1 兆円未満 61 5.8 0 0.0 61 6.7 
(70) (5.2) (1) (0.5) (69) (6.2)

11. 1 兆円以上 80 7.6 0 0.0 80 8.8 
(95) (7.1) (0) (0.0) (95) (8.5)

回答社数 
1,058 151 907 

(1,335) (222) (1,113)

平均値 
2268.38 億円 327.19 億円 2591.56 億円

(2170.18 億円) (332.41 億円) (2536.75 億円)

中央値 

500 億円以上～ 100 億円以上～ 800 億円以上～

800 億円未満 300 億円未満 1,000 億円未満

(500 億円以上～ (100 億円以上～ (800 億円以上～

800 億円未満) 300 億円未満) 1,000 億円未満)

 

 

 

 

 



《記号類》  
最頻値      中央値      平均値 

×××    前回調査時から５ポイント以上増減あり 
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F９ 従業員数 

単体ベース（出向者含む）又は個別のみ作成会社 

（カッコ内は平成 20 年 12 月実施の第 2 回調査結果） 

 

 全体 新興市場 その他市場 

回答数(社) （％） 回答数(社) （％） 回答数(社) （％）

1. 50 人未満 45 3.9 13 6.5 32 3.3 
(54) (3.6) (19) (6.4) (35) (2.9)

2. 50 人以上～500 人未満 423 36.5 ◇ 140 69.7 283 29.5 
(585) (39.1) (213) (71.2) (372) (31.1)

3. 500 人以上～1,000 人未満 
◇ 253 21.8 ◆ 34 16.9 ◇ 219 22.9 

(310) (20.7) (39) (13.0) (271) (22.6)

4. 1,000 人以上～3,000 人未満 ◆ 269 23.2 12 6.0 ◆ 257 26.8 
(353) (23.6) (22) (7.4) (331) (27.6)

5. 3,000 人以上～5,000 人未満 82 7.1 1 0.5 81 8.5 
(90) (6.0) (1) (0.3) (89) (7.4)

6. 5,000 人以上～10,000 人未満 53 4.6 0 0.0 53 5.5 
(59) (3.9) (1) (0.3) (58) (4.8)

7. 10,000 人以上～20,000 人未満 17 1.5 0 0.0 17 1.8 
(31) (2.1) (2) (0.7) (29) (2.4)

8. 20,000 人以上～50,000 人未満 15 1.3 1 0.5 14 1.5 
(13) (0.9) (2) (0.7) (11) (0.9)

9. 50,000 人以上 
2 0.2 0 0.0 2 0.2 

(2) (0.1) (0) (0.0) (2) (0.2)

回答社数 
1,159 201 958 

(1,497) (299) (1,198)

平均値 
2140.38 人 633.46 人 2456.55 人

(1965.55 人) (802.68 人) (2255.78 人)

中央値 

500 人以上～ 50 人以上～ 500 人以上～

1,000 人未満 500 人未満 1,000 人未満

(500 人以上～ (50 人以上～ (500 人以上～

1,000 人未満) 500 人未満) 1,000 人未満)

 
 
 
 
 
 
 
 



《記号類》  
最頻値      中央値      平均値 

×××    前回調査時から５ポイント以上増減あり 
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F９ 従業員数 

連結ベース（会社法上の連結計算書類作成会社のみ） 

（カッコ内は平成 20 年 12 月実施の第 2 回調査結果） 

 

 全体 新興市場 その他市場 

回答数(社) （％） 回答数(社) （％） 回答数(社) （％）

1. 50 人未満 3 0.3 1 0.7 2 0.2 
(3) (0.2) (1) (0.5) (2) (0.2)

2. 50 人以上～500 人未満 
203 19.2 ◇ 82 53.9 121 13.4 

(283) (21.2) (132) (59.5) (151) (13.6)

3. 500 人以上～1,000 人未満 190 18.0 36 23.7 154 17.0 
(247) (18.5) (45) (20.3) (202) (18.2)

4. 1,000 人以上～3,000 人未満 
◇ 289 27.3 ◆ 22 14.5 ◇ 267 29.5 

(373) (28.0) (29) (13.1) (344) (31.0)

5. 3,000 人以上～5,000 人未満 113 10.7 7 4.6 106 11.7 
(141) (10.6) (8) (3.6) (133) (12.0)

6. 5,000 人以上～10,000 人未満 ◆ 102 9.6 2 1.3 ◆ 100 11.0 
(123) (9.2) (4) (1.8) (119) (10.7)

7. 10,000 人以上～20,000 人未満 75 7.1 1 0.7 74 8.2 
(71) (5.3) (1) (0.5) (70) (6.3)

8. 20,000 人以上～50,000 人未満 60 5.7 1 0.7 59 6.5 
(64) (4.8) (2) (0.9) (62) (5.6)

9. 50,000 人以上 
23 2.2 0 0.0 23 2.5 

(27) (2.0) (0) (0.0) (27) (2.4)

回答社数 
1,058 152 906 

(1,332) (222) (1,110)

平均値 
6345.37 人 1227.47 人 7204.00 人

(5671.96 人) (1238.18 人) (6558.72 人)

中央値 

1,000 人以上～ 50 人以上～ 1,000 人以上～

3,000 人未満 500 人未満 3,000 人未満

(1,000 人以上～ (50 人以上～ (1,000 人以上～

3,000 人未満) 500 人未満) 3,000 人未満)
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F１０ 監査人の名称 

※ 財務諸表監査を依頼している監査法人もしくは公認会計士の名称をお答えください。

また共同監査を行っている場合には、そのすべての監査人の名称をご回答ください。 

（カッコ内は平成 20 年 12 月実施の第 2 回調査結果） 

 

 

 全体 新興市場 その他市場 

回答数(社) （％） 回答数(社) （％） 回答数(社) （％）

1. あずさ監査法人 288 24.8 43 21.4 245 25.6 
(362) (24.2) (55) (18.4) (307) (25.6)

2. あらた監査法人 38 3.3 3 1.5 35 3.7 
(48) (3.2) (8) (2.7) (40) (3.3)

3. 新日本有限責任監査法人 351 30.3 55 27.4 296 30.9 
(437) (29.2) (83) (27.8) (354) (29.5)

4. 有限責任監査法人トーマツ 278 24.0 53 26.4 225 23.5 
(379) (25.3) (82) (27.4) (297) (24.8)

5. 東陽監査法人 22 1.9 4 2.0 18 1.9 
(27) (1.8) (9) (3.0) (18) (1.5)

6. 太陽 ASG 有限責任監査法人 26 2.2 5 2.5 21 2.2 
(26) (1.7) (6) (2.0) (20) (1.7)

7. 京都監査法人 10 0.9 1 0.5 9 0.9 
(13) (0.9) (4) (1.3) (9) (0.8)

8. 三優監査法人 12 1.0 7 3.5 5 0.5 
(18) (1.2) (12) (4.0) (6) (0.5)

9. 仰星監査法人 
5 0.4 1 0.5 4 0.4 

(7) (0.5) (1) (0.3) (6) (0.5)

10. その他 
134 11.6 30 14.9 104 10.9 

(189) (12.6) (41) (13.7) (148) (12.4)

回答社数 
1,159 201 958 

(1,497) (299) (1,198)
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F11 時価総額 

回答日時点における貴社の時価総額（発行済普通株式数×時価）をご入力ください 

（1 億円未満切捨て）。 

（カッコ内は平成 20 年 12 月実施の第 2 回調査結果） 

 

 全体 新興市場 その他市場 

回答数(社) （％） 回答数(社) （％） 回答数(社) （％）

10 億円未満 29 2.5 22 10.9 7 0.7 
(62) (4.1) (47) (15.7) (15) (1.3)

１0 億円以上～100 億円未満 
382 33.0 ◇ 133 66.2 249 26.0 

(576) (38.5) (213) (71.2) (363) (30.3)

100 億円以上～500 億円未満 
◇ 367 31.7 ◆ 37 18.4 ◇ 330 34.4 

(434) (29.0) (32) (10.7) (402) (33.6)

500 億円以上～1,000 億円未満 122 10.5 6 3.0 116 12.1 
(161) (10.8) (6) (2.0) (155) (12.9)

1,000 億円以上～1,500 億円未満 51 4.4 2 1.0 49 5.1 
(59) (3.9) (0) (0.0) (59) (4.9)

1,500 億円以上～2,000 億円未満 
◆ 28 2.4 0 0.0 ◆ 28 2.9 

(39) (2.6) (0) (0.0) (39) (3.3)

2,000 億円以上～3,000 億円未満 51 4.4 0 0.0 51 5.3 
(45) (3.0) (0) (0.0) (45) (3.8)

3,000 億円以上～4,000 億円未満 26 2.2 1 0.5 25 2.6 
(26) (1.7) (0) (0.0) (26) (2.2)

4,000 億円以上～6,000 億円未満 24 2.1 0 0.0 24 2.5 
(31) (2.1) (0) (0.0) (31) (2.6)

6,000 億円以上～1 兆円未満 41 3.5 0 0.0 41 4.3 
(26) (1.7) (0) (0.0) (26) (2.2)

1 兆円以上～2 兆円未満 22 1.9 0 0.0 22 2.3 
(26) (1.7) (0) (0.0) (26) (2.2)

2 兆円以上～5 兆円未満 13 1.1 0 0.0 13 1.4 
(9) (0.6) (1) (0.3) (8) (0.7)

5 兆円以上 
3 0.3 0 0.0 3 0.3 

(3) (0.2) (0) (0.0) (3) (0.3)

回答社数 
1159 201 958

(1,497) (299) (1,198)

平均値 
1,539.26 億円 111.06 億円 1,838.91 億円

(7,016.52 億円) (137.26 億円) (8,734.90 億円)

中央値 
203 億円 36 億円 273 億円

 （144 億円）  （26 億円）  （212 億円）

 
 
 


